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１ 書面添付制度の趣旨・目的 

書面添付制度は、税理士及び税理士法人(以下「税理士等」という。)が作成・審査した申告書につ

いて、それが税務の専門家の立場からどのように調製されたかを、税理士法第33条の２に規定する書

面（以下「添付書面」という。）、や意見聴取という税理士等に付与された権利の行使を通じて明らか

にすることにより、法令に沿った適正な申告書の作成及び提出に資するとともに、税務当局が税理士

等の立場を尊重し、税務執行の一層の円滑化・簡素化に資するとの趣旨によるものである。 

本制度の執行に当たっては、添付書面を申告審理や準備調査等に効果的に活用するとともに、添付

書面の記載内容のうち確認を要する事項に関して、積極的に意見聴取を行うなど適正な運用に努める

必要がある。 

なお、意見聴取を行った結果、調査の必要性がないと認められた場合には、記載内容が良好でない

書面を添付している場合などを除き、税理士等に対して現時点では調査に移行しない旨の書面「意見

聴取結果についてのお知らせ」を送付しなければならない。 

 

２ 書面添付制度の沿革 

書面添付制度は、昭和31年の税理士法改正によって創設され、昭和55年に第２項（他人が作成した 

申告書につき、税理士が審査した事項を記載した書面の添付）が追加となった。  

さらに、平成13年に添付書面の様式に「顕著な増減事項」及び「増減理由」等の項目が追加され、 

内容の充実が図られたところである。  

また、意見聴取制度については、昭和26年の税理士法制定時に、不服申立てに係る調査における意 

見聴取制度が条文に盛り込まれ、昭和31年に書面の添付がある場合における更正処分前の意見聴取が 

追加された。  

平成13年の税理士法改正によって、書面添付制度がより有効に活用されるように、書面が添付され 

ている申告書について税務調査を行う場合には、原則として、納税者への事前通知を行う前に、あら 

かじめ税理士法第30条の書面（税務代理権限証書）を提出した税理士等に対して、当該添付書面に記 

載された事項に関して、意見を述べる機会を与えなければならないこととする改正が行われた。 

 

 

 

 内 容 

昭和26年 税理士法制定 

昭和31年 
所得税、相続税、贈与税及び法人税申告書への書面添付がある場合における更正処分前

の意見聴取制度が創設 

昭和55年 

更正処分前の意見聴取制度の対象税目が、申告納税制度方式の国税及び申告納付又は申

告納入に係る地方税に拡大 

他人が作成した申告書について、相談・審査を行い、書面添付をした場合における意見

聴取制度が創設 

平成13年 税務調査の事前通知前の意見聴取制度が創設 

平成21年 
意見聴取の結果、調査に移行しないこととされた場合に原則として文書による調査省略

通知の実施に関する事務運営指針の改正 
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３ 書面添付制度の効果 

  書面添付制度は、税務当局、税理士等及び納税者に、次のような効果がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 申告審理や準備調査に積極的に活用 

○ じ後の調査の要否の判断において積

極的に活用 

 

調査事務の効率的な運営 

 

○ 社会的信用・地位の一層の向上 

○ 納税者との信頼関係の醸成 

○ 納税者に対する責任の範囲の明確化 

税理士等 税務当局 

 
○ コンプライアンスの維持・向上 

○ 意見聴取の結果により、調査が省略とされる等の負担軽減 

納税者 

納税者の適正申告の向上 
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４ 書面添付件数（割合）の推移【所得税・相続税・贈与税・法人税】 

  所得税 

8,134
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10,000
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23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

書面添付件数

書面添付割合

（件）

（％）

（事務年度）

 

① ② ③  （②/①） ④ ⑤   (④/②） ⑥ ⑦   (⑥/④） ⑧

(100.5) (121.1) (165.8) (183.3) (175.0)

1,103,325 8,134 0.7 131 1.6 55 42.0 21

(101.8) (117.0) (71.8) (105.5) (195.2)

1,122,804 9,517 0.8 94 1.0 58 61.7 41

(97.7) (102.5) (56.4) (48.3) (43.9)

1,097,203 9,754 0.9 53 0.5 28 52.8 18

(103.0) (107.0) (130.2) (82.1) (77.8)

1,129,839 10,432 0.9 69 0.7 23 33.3 14

(101.6) (108.3) (131.9) (247.8) (300.0)

1,148,158 11,300 1.0 91 0.8 57 62.6 42

(102.6) (133.8) (81.3) (59.6) (66.7)

1,178,017 15,124 1.3 74 0.5 34 45.9 28

(102.1) (108.7) (129.7) (114.7) (92.9)

1,202,534 16,439 1.4 96 0.6 39 40.6 26

(101.2) (111.2) (79.2) (100.0) (107.7)

1,217,355 18,272 1.5 76 0.4 39 51.3 28

(101.2) (103.4) (63.2) (43.6) (35.7)

1,232,159 18,892 1.5 48 0.3 17 35.4 10

(105.8) (106.9) (89.6) (82.4) (50.0)

1,303,123 20,188 1.5 43 0.2 14 32.6 5

(注)２　各件数は、各事務年度６月末の申告書提出件数に係るものである。

意見聴取割合

　　　　     　区分

事務年度

税理士関与件数
書面添付件数 書面添付割合

意見聴取件数

(注)１　（　　）内は対前年比を示す。

27

28

30

29

2

元

（単位：件、％）

24

25

26

調査省略件数 調査省略割合
お知らせ送付件数

23
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  相続税 

1,163
1,485

1,908

2,541

3,143

5,601

6,549
7,762

8,822
9,424

5.7 

7.3 

9.0 

11.3 

13.5 

15.4 

17.4 

19.3 
20.8 

22.4 

0.0
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9.0

12.0

15.0

18.0

21.0

24.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

書面添付件数

書面添付割合

（件） （％）

（事務年度）

 

（単位：件、％）

① ② ③  （②/①） ④ ⑤   (④/②） ⑥ ⑦   (⑥/④） ⑧

(105.7) (127.8) (135.5) (56.0) (166.6)

20,518 1,163 5.7 141 12.1 14 9.9 5

(99.1) (127.7) (109.2) (207.1) (180.0)

20,326 1,485 7.3 154 10.4 29 18.8 9

(104.5) (128.5) (145.5) (551.7) (400.0)

21,243 1,908 9.0 224 11.7 160 71.4 36

(105.7) (133.2) (113.8) (108.1) (144.4)

22,455 2,541 11.3 255 10.0 173 67.8 52

(103.5) (123.7) (96.1) (84.4) (90.4)

23,231 3,143 13.5 245 7.8 146 59.6 47

(157.0) (178.2) (106.1) (71.9) (57.4)

36,463 5,601 15.4 260 4.6 105 40.4 27

(103.1) (116.9) (115.4) (132.4) (100.0)

37,599 6,549 17.4 300 4.6 139 46.3 27

(107.2) (118.5) (113.3) (81.3) (85.2)

40,309 7,762 19.3 340 4.4 113 33.2 23

(105.1) (113.6) (102.9) (91.2) (165.2)

42,401 8,822 20.8 350 4.0 103 29.4 38

(99.0) (106.8) (65.1) (101.0) (50.0)

41,995 9,424 22.4 228 2.4 104 45.6 19

(注)１　（　　）内は対前年比を示す。

　　　の申告書提出分に係るものである。

お知らせ送付件数

23

　　　　     　区分

事務年度

税理士関与件数
書面添付件数 書面添付割合

意見聴取件数 意見聴取割合

27

28

30

調査省略件数

29

調査省略割合

24

25

26

(注)２　「税理士関与件数」及び「書面添付件数」については、各事務年度開始の前年１月から12月に相続が発生した相続税

2

元
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  贈与税 

127 

280 
359 

510 

708 

1,121 
1,149 

1,058 1,058 1,095 
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0.5 
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0
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23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

書面添付件数

書面添付割合

（件）

（事務年度）

（％）

 

（単位：件、％）

① ② ③  （②/①） ④ ⑤   (④/②） ⑥ ⑦   (⑥/④） ⑧

(107.4) (94.7) (50.0) (皆増) (皆増)

62,941 127 0.2 1 0.8 1 100.0 1

(107.8) (220.4) (皆減) (皆減) (皆減)

67,854 280 0.4 0 0.0 0 0.0 0

(108.7) (128.2) － － －

73,783 359 0.5 0 0.0 0 0.0 0

(107.9) (142.1) － － －

79,626 510 0.6 0 0.0 0 0.0 0

(104.1) (138.8) － － －

82,906 708 0.9 0 0.0 0 0.0 0

(98.2) (158.3) － － －

81,458 1,121 1.4 0 0.0 0 0.0 0

(99.8) (102.5) (皆増) (皆増) －

81,313 1,149 1.4 2 0.2 2 100.0 0

(96.1) (92.1) (50.0) (50.0) －

78,165 1,058 1.4 1 0.1 1 100.0 0

(96.1) (92.1) (皆減) (皆減) －

77,485 1,058 1.4 0 0.0 0 0.0 0

(100.1) (103.5) － － －

77,527 1,095 1.4 0 0.0 0 0.0 0

(注)１　（　　）内は対前年比を示す。

　　２　「税理士関与件数」及び「書面添付件数」は、各年分の申告書提出分に係るものである。

24

25

26

調査省略割合
お知らせ送付件数

意見聴取件数 意見聴取割合

23

書面添付件数

　　　　　     区分

事務年度

税理士関与件数
書面添付割合

調査省略件数

2

元

27

28

29

30
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  法人税 

37,340
39,922

42,397
45,435

47,707
50,903

54,206
57,993

60,548 62,220

5.1 
5.4 

5.7 
6.0 6.2 

6.5 
6.8 

7.1 7.3 
7.4 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

書面添付件数

書面添付割合

（％）

（事務年度）

（件）

 

（単位：件、％）

① ② ③  （②/①） ④ ⑤   (④/②） ⑥ ⑦   (⑥/④） ⑧

(99.8) (108.8) (120.3) (121.4) (126.9)

730,746 37,340 5.1 1,620 4.3 1,031 63.6 975

(100.7) (106.9) (79.8) (84.8) (85.3)

735,509 39,922 5.4 1,293 3.2 874 67.6 832

(100.8) (106.2) (106.0) (110.8) (112.1)

741,758 42,397 5.7 1,371 3.2 968 70.6 933

(101.4) (107.2) (106.5) (112.5) (113.1)

752,440 45,435 6.0 1,460 3.2 1,089 74.6 1,055

(102.0) (105.0) (108.6) (110.3) (111.8)

767,861 47,707 6.2 1,586 3.3 1,201 75.7 1,180

(102.1) (106.7) (102.6) (103.6) (103.6)

784,110 50,903 6.5 1,627 3.2 1,244 76.5 1,222

(101.9) (106.5) (108.4) (101.4) (101.3)

799,353 54,206 6.8 1,763 3.3 1,262 71.6 1,294

(102.1) (107.0) (92.6) (95.9) (92.0)

816,465 57,993 7.1 1,633 2.8 1,210 74.1 1,190

(101.9) (104.4) (58.2) (51.9) (50.8)

832,382 60,548 7.3 950 1.6 628 66.1 604

(101.3) (102.8) (26.5) (24.7) (24.2)

843,445 62,220 7.4 252 0.4 155 61.5 146

(注)１　（　　）内は対前年比を示す。

(注)２　各件数は、各事務年度の前事務年度２月から翌年１月決算法人（署所管）に係るものである。

23

　　　　　     区分

事務年度

税理士関与件数
書面添付件数 書面添付割合

調査省略件数 調査省略割合
お知らせ送付件数

意見聴取件数 意見聴取割合

2

30

24

25

26

27

28

29

元
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